
～土曜日等を活用した、地域の人材による学びの場の創出～
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「土曜学習応援団」の生まれた背景
～土曜日は学校へ！子供の学びを皆で支えよう！～

○土曜日は平日に比べて、①まとまった時間が確保しやすいことや、 ②社会人が参加しやすい

ことなどの長所があり、土曜日ならではの充実した取組が可能。

○ 学校・保護者等から企業・団体・大学等の参画によって、多様なプログラムを子供たちに

提供したいという要望が増えている。

○ 現在、多くの学校区の土曜日の活動は、学校の教員による授業や、日頃つきあいのある

地域の方等の参画にとどまっている。

○ 是非とも、企業・団体・大学等の皆様に、土曜学習応援団になってください。
○ 企業・団体・大学等の強みや実社会の経験を活かして、

出前授業等の講師をお願いいたします。

しかし…

そこで！

○学校週５日制を平成14年度から完全実施してから13年が経過し、土曜日を必ずしも

有意義に過ごせていない子供たちも少なからず存在。

平成26年度は約40％の学校や学校区で、土曜日に何らかの教育活動を実施中。

◯ 子供たちに土曜日における充実した学習機会を提供する方策の１つとして土曜授業を捉え、設置者の判断により、

土曜授業を行うことが可能であることをより明確化するため、学校教育法施行規則を改正。
（平成２５年１１月２９日公布・施行）

（参照）土曜授業の実施に係る学校教育法施行規則の一部改正について
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子供たちの健やかな成長のためには，土曜日の教育環境を豊かなものにする必要がありますが，土曜日の教育
活動については，その実施主体や扱う内容等により，幾つかの形態に整理できます。

（① 「土曜授業」について） ← 子供たちは全員参加
そうした形態のうちの一つが，児童生徒の代休日を設けずに，土曜日を活用して教育課程内の学校教育活動を行う「土曜授業」です
（下図①）。文部科学省では，設置者の判断により，「土曜授業」を行うことが可能であることを明確化するため，昨年１１月２９日に
学校教育法施行規則の改正を行いました。

（② 「土曜の課外授業」について）
このほか，学校が主体となった教育活動ではあるものの，希望者を対象として学習等の機会の提供を行うなど，教育課程外の学校教育を
行う「土曜の課外授業」とも呼ぶべき形態があります（下図②）。

（③＋ ④ 「土曜学習」について） ← 子供たちは希望者が参加
また，教育委員会など学校以外の者が主体となって，希望者に対して学習等の機会の提供を行う「土曜学習」とも呼ぶべき形態があります。
この「土曜学習」については，主体が公的なもの（下図③）と，主体が公的でないもの（下図④）があります。
例えば、大分県豊後高田市教育委員会が実施している「学びの２１世紀塾」の取組は、下図③に該当します。

＜土曜日の教育活動について＞

土曜日の教育活動の形態

文部科学省としては，「土曜授業」
や，「土曜の課外授業」，「土曜
学習」の機会の充実等により，総合
的な観点から子供たちの土曜日の
教育環境の充実に取り組むことが
重要であり，その振興に取り組んで
いきたいと考えています。

①「土曜授業」

②「土曜の課外授業」

「土曜学習」
教育課程内の学校教育

教育課程外の学校教育

③教育委員会等の管理下 ④多様な主体による
教育活動

連携・協力
・地域の多様な団体
・PTA、おやじの会
・企業 ・NPO
・民間教育事業者
・大学等 等

学校が主体

教育委員会等の管理下 地域等における取組
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全国の土曜日の教育活動の実施状況(平成26年度)
①「土曜授業」 ＊全員参加①「土曜授業」 ＊全員参加

◆ ｢土曜授業｣，｢土曜の課外授業｣，｢土曜学習｣をいずれか一つでも実施◆ ｢土曜授業｣，｢土曜の課外授業｣，｢土曜学習｣をいずれか一つでも実施

②「土曜の課外授業」②「土曜の課外授業」

学 校 平成２６年度予定 （実施割合）

小 学 校 ３，５６５校 （１７%）

中 学 校 １，７９４校 （１８%）

高等学校 ２１４校 （６%）

計 ５，５７３校 （１６%）

学 校 平成２４年度実績 （実施割合）

小 学 校 １，８０１校 （９%）

中 学 校 ９６６校 （１０%）

高等学校 １４２校 （４%）

計 ２，９０９校 （９%）

増 加

１，７６４校

８２８校

７２校

２，６６４校

（ 参 考 ： 「 土 曜授業 」 の平成 ２ ４ 年度実績 ）

学 校 平成２６年度予定 （実施割合）

小 学 校 ８０６校 （４%）

中 学 校 ６３９校 （７%）

高等学校 １，４６８校 （４０%）

計 ２，９１３校 （９%）

平成２６年度予定 （実施割合）

小 学 校 ４，９７２校 （２４%）

中 学 校 ８３８校 （９%）

高等学校 ７７５校 （２１%）

計 ６，５８５校 （１９%）

③「土曜学習」 ＊希望者が参加③「土曜学習」 ＊希望者が参加

平成２６年度
いずれか一つでも実施予定

（実施予定の割合）

小 学 校 ７，９８１校 （３８%）

中 学 校 ２，６７７校 （２７%）

高等学校 ２，０７２校 （５７%）

計 １２，７３０校 （３７%）

公立学校数

小 学 校 ２０，８３６校

中 学 校 ９，７８４校

高等学校 ３，６４６校

計 ３４，２６６校

（ 参 考 ： 全 国 の公立学校数 ）

※平成26年度の実施予定の学校数（H26.３調査）

⇒ 約１３,0００校（約40％）の学校や地域で実施⇒ 約１３,0００校（約40％）の学校や地域で実施

3



土曜日の教育活動の実施状況 (全国の公立小･中･高校)  
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土曜学習応援団について

土曜学習応援団に賛同した
様々な企業・団体・大学等

出前授業の講師
施設の見学
職場体験 等

ＰＴＡや学校・教育委員会
地域の教育団体等

土曜日等の教育活動
キャリア教育
自然体験・食育教室
実験・工作
ビジネススキル
グローバル人材育成
文化芸術・スポーツ
学力向上 等

ホームページ等による
応援団の情報提供

土曜学習応援団 特設ホームページ
URL: http://doyo.mext.go.jp
＊賛同企業等の一覧や取組を紹介

＊幼稚園・保育園～
高校までを対象、
親子での参加も可能

＊土日や長期休業中の
平日、平日の授業や
放課後でも可能

土曜学習応援団による出前授業等実施までの流れ

文部科学省まで、どの企業・団体・大学等に協力
してもらいたいのかご連絡ください。
（ＰＴＡ，都道府県・市町村・学校・コーディ
ネーター等、どなたでもご利用いただけます。）

１

ご連絡・ご依頼に基づき、文部科学省より企業・団体・
大学等に受託可能か打診いたします。（マッチング）

マッチングの結果、企業・団体・大学等と条件が
あった場合、その後は直接ご相談いただきます。2

出前授業等の実施

教育活動への
協力依頼
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～全ての子供たちの豊かな学びのために～

「土曜学習応援団」について

文部科学省では、昨年度より、子供たちが社会で活躍
する多くの大人に出会い、将来の夢や希望を持って学ぶ
機会が充実するよう、多様な企業・団体・大学等に
「土曜学習応援団」として賛同いただくよう呼びかけて
います。（平成27年8月4日現在 517団体）
ご賛同いただいた企業・団体・大学等には、

①学校の授業等での出前授業

②工場や研究所等での施設見学や職場体験 など

をお願いしており、社会での経験や企業・団体・大学等の
強みを生かしていただく取組を積極的に推進しています。
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「土曜学習応援団」の企業・団体・大学等にお願いしたいこと

※具体のプログラムの実施方法・内容は，連携先と相談のうえ，決めることとなります。
（幼稚園・保育園～高校までの子供への支援，親子での参加も）

参加の仕方

依頼事項

出前授業の講師
として参加

（可能であれば，関連企業・団体等へ土曜学習応援団の紹介をお願いします）
学校等が行う土曜授業等に出前授業の講師として参加をお願いします

Q & A

Q.土曜学習応援団になるメリットは?

A.出前授業等にご協力いただくことで，子供たちは豊かな経験
を積むことができ，社会に役立つ人材育成に貢献するなかで，
地域との連携ができ，取組に対する理解が得られるなど，企業
イメージが向上します。

応援団になっていただくと，文部科学省が，取組をホーム
ページや自治体への説明会などで広く周知します。

Q.土曜学習応援団になると何か負担がありますか?

Q.出前授業等の具体的な実施にはどうしたら良い？

A.土曜授業等への出前授業の講師として参加や土曜学習応援団の
紹介をお願いしていますが，土曜学習応援団の賛同に際し，協賛
金等の負担をお願いすることはありませんし，実施の条件が合わ
ない場合は，実施を見送りいただいてかまいません。できる範囲
でご協力をお願いします。

A.当面は企業・団体・大学等の連絡窓口と協力内容を登録いただき，
学校等からの依頼を文部科学省からご連絡します。やりとりを
重ねる中で，学校等から直接ご連絡することもあります。

Q.取組に対する助成措置はありますか?

A.助成措置は自治体の判断となります。謝金や旅費等がでる
こともありますし，無償でお願いすることもあります。

なお，文部科学省では，自治体が出前授業の講師等に支払
う講師謝金等に対して自治体向けの補助事業を新設しました。

（文部科学省の支援は2,200円／時間まで）

H27.7

など

・土曜学習の実施主体は，その学校を設置する自治体などです。
・自治体では，教育委員会の社会教育課等の部署が担当しています。
・土曜学習以外に，夏休み中の平日や，平日，土曜日の授業，放課後の活動への

出前授業も実施可能です。

出前授業
自然体験・食育教室
実験・工作
ビジネススキル
グローバル人材育成
文化芸術・スポーツ
学力向上 など

分野形態

さまざまな連携のかたちがあります

農業体験
施設見学
(工場，研究所，ｼｮｰﾙｰﾑ)

屋外での体験活動
など

キャリア教育 学校
連携先

市区町村や
都道府県の

教育委員会

など
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土曜学習応援団について
＜平成27年８月４日現在の賛同企業・団体・大学等（敬称略）＞

賛同数：517

＜企業・経済団体等＞
花王､ ﾀﾞｽｷﾝ､ 日本電信電話､ ﾊﾟﾅｿﾆｯｸ､ 三菱電機､ 日本電気､ 富士通､ AT&TｼﾞｬﾊﾟﾝLLC､ ﾊﾟﾛﾏ､ ｶｼｵ計算機､ ｷｯｺｰﾏﾝ､ ｾﾞﾝｼｮｰ､ 東洋ﾗｲｽ､ 伊藤園､ ｷﾘﾝ､
ｻﾝﾄﾘｰﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ､ 森永乳業､ 大和屋､ 八木長本店､ ﾎｸﾄ､ 広島魚市場､ 仙台水産､ 第一電機測器､ 三菱商事､ 三井物産､ 日本郵船､ 博報堂､
りそなﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ､ 三井住友銀行､ 会津信用金庫､ 秋田信用金庫､ 網走信用金庫､ 飯田信用金庫､ いちい信用金庫､ 永和信用金庫､ 遠軽信用金庫､
大阪信用金庫､ 帯広信用金庫､ かながわ信用金庫､ 観音寺信用金庫､ 岐阜信用金庫､ 釧路信用金庫､ 呉信用金庫､ 西京信用金庫､ 札幌信用金庫､
城北信用金庫､ 新宮信用金庫､ 関信用金庫､ 但馬信用金庫､ 但陽信用金庫､ 知多信用金庫､ 鶴来信用金庫､ 濃信用金庫､ 徳島信用金庫､ 栃木信用金庫､
新潟信用金庫､ 西尾信用金庫､ のと共栄信用金庫､ 函館信用金庫､ 福井信用金庫､ 村上信用金庫､ 盛岡信用金庫､ 杜の都信用金庫､ 山形信用金庫､
大和信用金庫､ 稚内信用金庫､ 野村ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ､ SMBC日興証券､ 水戸証券､ 損保ｼﾞｬﾊﾟﾝ日本興亜ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ､ 東京海上日動､ ｱﾌﾗｯｸ､ 第一生命､
日本生命保険､ 第一成和事務所､ 東京海上日動ﾘｽｸｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ､ SMBCｺﾝｼｭｰﾏｰﾌｧｲﾅﾝｽ､ MACARON､ 綜合警備保障､ MS&ADｲﾝｼｭｱﾗﾝｽｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ､
日本航空､ 全日本空輸､ JFEﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ､ 日産自動車､ ﾄﾖﾀ自動車､ ｶﾙｿﾆｯｸｶﾝｾｲ､ ﾎﾝﾀﾞｶｰｽﾞ南札幌､ ﾎﾝﾀﾞ四輪販売北海道､ 釧路ﾄﾖﾀ自動車､ ﾄﾖﾀｶﾛｰﾗ栃木､
ﾎﾝﾀﾞｶｰｽﾞ栃木､ ﾎﾝﾀﾞｶｰｽﾞ埼玉､ ﾄﾖﾀｶﾛｰﾗ神奈川､ 長野ﾀﾞｲﾊﾂ販売､ ﾎﾝﾀﾞ自販ﾀﾅｶ､ 愛知日野自動車､ ﾎﾜｲﾄﾊｳｽ､ ﾎﾝﾀﾞ北大阪､ 広島ｽﾊﾞﾙ､ ﾊﾟﾗﾃﾞｨｱﾑ､ 東京電力､
中部電力､東京ｶﾞｽ､ 三井化学､ ﾄｸﾔﾏ､ 積水化学工業､ ﾒﾀﾈｯｸｽ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ､ 出光興産､ 日本ﾏｲｸﾛｿﾌﾄ､ KDDI､ NTTﾄﾞｺﾓ､ 楽天､ ｸﾞﾘｰ､ ﾃﾞｨｰ･ｴﾇ･ｴｰ､ 読売新聞社､
朝日新聞社､ 産業経済新聞社､ 中日新聞社､ TBS､ ﾜｰﾅｰｴﾝﾀｰﾃｲﾒﾝﾄｼﾞｬﾊﾟﾝ､ FOXｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ・ﾁｬﾝﾈﾙｽﾞ､ 阪急阪神ｴｸｽﾌﾟﾚｽ､DHLｼﾞｬﾊﾟﾝ､ 凸版印刷､ Lifebook､
ﾆﾁｲ学館､日本創芸教育､ 東京書籍､ 旺文社､ ｱｲｶﾑ､ ｵｷﾄﾞｷｻｲｴﾝｽ､ ｹﾆｽ､ 教育と探求社､ ILH､ ﾌｧｶﾙﾀｽ､ ｸｰﾊﾞｰｺｰﾁﾝｸﾞｼﾞｬﾊﾟﾝ､ 新潟ｼﾃｨ法律事務所､
ﾋﾞｸﾄﾘﾉｯｸｽ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ､ NTTﾃﾞｰﾀ､ 情報技術開発､ ﾃｯｸﾌｧｰﾑ､ CA Tech Kids､ ﾛﾎﾞｯﾄ科学教育､ ｱｰﾄ&ﾌﾘｰﾀﾞﾑ､ ﾏｲﾙｽｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ､ ﾊﾟｿﾅｸﾞﾙｰﾌﾟ､ ｷｬﾘｱﾘﾝｸ､
ﾄｩﾜｲｽ･ﾘｻｰﾁ･ｲﾝｽﾃｨﾃｭｰﾄ､ 日本赤十字社､ 本州四国連絡高速道路東京事務所､ 鹿島建設､ ﾐｻﾜﾎｰﾑ､ 野村不動産ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ､ ｸﾞﾘｰﾝ土地､ 日比谷ｱﾒﾆｽ､
川島鈴鹿建築計画､ 国土地図､ ﾎｺﾀ設計ｺﾝｻﾙﾀﾝﾂ､ 正建､ 新潟ﾁﾞｰｾﾞﾙ工業､ 五十嵐建設､ 田中設備､ とみや商会､ ﾌｫｰﾊﾞﾙ､ ｿﾌｨｱｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ､
ｶﾝﾄﾘｰﾚｲｸｼｽﾃﾑｽﾞ､ ﾌﾚﾝｽﾞｱﾌﾞﾛｰﾄﾞ､ 菅公学生服､ 東京ｿﾜｰﾙ､ ｵﾝﾜｰﾄﾞﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ､ 日本ｳﾞｫｰｸﾞ社､ ｳﾞｫｰｸﾞ学園､ ﾄｰﾎｰ､ ﾊﾟｯﾁﾜｰｸ通信社､ ﾙｼｱﾝ､ ﾌﾞﾃｨｯｸ社､
LIXILﾋﾞﾊﾞ､ ぴあ､ ﾁｰﾑｽﾏｲﾙ､ ｼﾞｬﾊﾟﾝ･ｱｰﾂ､ ﾄﾞﾘｰﾑｶﾑﾄｩﾙｰ企画､ 東京演劇集団 風､ ﾄﾘｯﾋﾟｰｷｯｽﾞ､ ｵﾍﾟﾗｼｱﾀｰこんにゃく座､ 演劇集団 円､ 劇団飛行船､
東電ﾊﾐﾝｸﾞﾜｰｸ､日比谷花壇､ ｼｮｯﾌﾟ&ｻﾛﾝ花･花､ 全国学習塾協会､ 福岡学習塾連盟､ 神田進学ｾﾐﾅｰ､ 津ﾉ國屋､ 堀江ｾﾞﾐﾅｰﾙ､ 花乃井ｾﾞﾐﾅｰﾙ､ 育英ｼｽﾃﾑ､
大阪栄光学園､ 理数学館､ 青山学園､ ﾊﾟﾜｰｾﾞﾐ西本塾､ 賢人本氤塾､
日本経済団体連合会､ 日本商工会議所､ 新経済連盟､ 日本貿易会､ 全国銀行協会､ 全国信用金庫協会､ 日本証券業協会､ 日本損害保険協会､
電気事業連合会､日本化学工業協会､ 塩ﾋﾞ工業･環境協会､ ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ循環利用協会､ 大日本水産会､ 全国漁業協同組合連合会､ 全国漁青連､
全国漁協女性部連絡協議会､ 日本財団､ 日本ﾎﾋﾞｰ協会､ 日本ｱﾊﾟﾚﾙ･ﾌｧｯｼｮﾝ産業協会､ 日本自動車連盟､ 全日本ﾄﾗｯｸ協会､ 全国ﾊｲﾔｰ･ﾀｸｼｰ連合会､
日本物流団体連合会

＜教育・文化・各種団体等＞
指定都市教育委員･教育長協議会､ 全国連合退職校長会､ 全国国公立幼稚園･こども園PTA連絡協議会､ 日本PTA全国協議会､ 全国高等学校PTA連合会､
全国国立大学附属学校PTA連合会､ 日本PCA教育振興会､ NPOおやじ日本､ 礫川おやじの会､ 全国特別支援教育推進連盟､
日本青年会議所､ つくば青年会議所､ 土浦青年会議所､ 相模原青年会議所､ 長岡青年会議所､ 高岡青年会議所､ 豊田青年会議所､ 都城青年会議所､
ﾎﾞｰｲｽｶｳﾄ日本連盟､ 全国子ども会連合会､ 修養団､育てる会､ ﾊｰﾓﾆｨｾﾝﾀｰ､ 遊心､ 社会通信教育協会､ 日本通信教育振興協会､ 全国社会教育委員連合､
全国公民館連合会､ 日本図書館協会､ 全国図書教材協議会､ 図書館振興財団､ 教科書協会､ 日野社会教育ｾﾝﾀｰ､ 高度映像情報ｾﾝﾀｰ､
国立青少年教育振興機構､ 国立ｵﾘﾝﾋﾟｯｸ記念青少年総合ｾﾝﾀｰ､ 国立大雪青少年交流の家､ 国立岩手山青少年交流の家､ 国立磐梯青少年交流の家､
国立赤城青少年交流の家､ 国立能登青少年交流の家､ 国立乗鞍青少年交流の家､ 国立中央青少年交流の家､ 国立淡路青少年交流の家､
国立三瓶青少年交流の家､ 国立江田島青少年交流の家､ 国立大洲青少年交流の家､ 国立阿蘇青少年交流の家､ 国立沖縄青少年交流の家､
国立日高青少年自然の家､ 国立花山青少年自然の家､ 国立那須甲子青少年自然の家､ 国立信州高遠青少年自然の家､国立妙高青少年自然の家､
国立立山青少年自然の家､ 国立若狭湾青少年交流の家､ 国立曽爾青少年自然の家､ 国立吉備青少年自然の家､ 国立山口徳地青少年自然の家､
国立室戸青少年自然の家､ 国立夜須高原青少年自然の家､ 国立諫早青少年自然の家､ (次ページへ続く）

＜関係府省との連携＞
全ての府省に、土曜学習応援団に関する文部科学省との
連絡窓口を設置済
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(教育・文化・各種団体等の続き）
国立大隅青少年自然の家､ 体験の風をおこそう運動推進委員会､｢早寝早起き朝ごはん｣全国協議会､ NPO自然体験活動推進協議会､ 日本青年館､
鹿児島県青年会館､ 沖縄県青年会館､ 日本青年団協議会､ 鹿児島県青少年団協議会､ 青少年交友協会､ 日本YMCA同盟､ 日本ﾕｰｽﾎｽﾃﾙ協会､ 日本ｷｬﾝﾌﾟ協会､
B&G財団､ 日本青年国際交流機構､ 青少年国際交流推進ｾﾝﾀｰ､ 日本ｼｪｱﾘﾝｸﾞﾈｲﾁｬｰ協会､ 国際協力機構､ 協力隊を育てる会､ ﾃﾞｨﾚｸﾄﾌｫｰｽ 理科実験ｸﾞﾙｰﾌﾟ､
消費者関連専門家会議､ 全国消費生活相談員協会､ 日本消費生活ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ･ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ･相談員協会､ 生命保険文化ｾﾝﾀｰ､ 簡易保険加入者協会､
製品評価技術基盤機構､ 東京都金融広報委員会､ 金融学習協会､ ﾌｧｲﾅﾝｼｬﾙｱｶﾃﾞﾐｰ､ ｴﾌﾋﾟｰｳｰﾏﾝ､ NPO日本ﾌｧｲﾅﾝｼｬﾙ･ﾌﾟﾗﾝﾅｰｽﾞ協会､ NPO全国検定振興機構､
日本数学検定協会､ 日本英語検定協会､ NPO日本語検定委員会､ NPO日本ﾆｭｰｽ時事能力検定協会､ 画像情報教育振興協会､ 日本ﾊﾟｯｹｰｼﾞｸﾗﾌﾄ協会､
子どもみらい教研ﾌｫｰﾗﾑ､ NPO子育て未来研究所､ 職業教育･ｷｬﾘｱ教育財団､ 日本能率協会､ 公益資本主義推進協議会､ 志教育ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ､ ﾒｷｷの会､
ｼﾞｭﾆｱﾏﾅｰｽﾞ協会､ ﾗｲﾌﾃﾞｻﾞｲﾝ教育研究会､ ﾏﾅｰｷｯｽﾞﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ､ しつもん財団､ 家訓ﾆｽﾄ協会､ 日本芸術文化振興会､ 日本博物館協会､ 国立科学博物館､
東京国立博物館､ 京都国立博物館､ 奈良国立博物館､ 九州国立博物館､ 東京文化財研究所､ 奈良文化財研究所､ ｱｼﾞｱ太平洋無形文化遺産研究ｾﾝﾀｰ､
東京国立近代美術館､ 京都国立近代美術館､ 国立西洋美術館､ 国立国際美術館､ 昭和館､ 日本ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ協会､ 日本ｵｰｽﾄﾗﾘｱﾝﾌｯﾄﾎﾞｰﾙ協会､
日本ﾄﾞｯｼﾞﾎﾞｰﾙ協会､ 日本ﾌｫｰｸﾀﾞﾝｽ連盟､ 全日本ﾀﾞﾝｽ協会連合会､ HIDALI､ 日本ﾀﾞｰﾂ協会､ 日本ﾄﾞｯﾁﾞﾋﾞｰ協会､ ﾏﾘﾝｽﾎﾟｰﾂ財団､ 日本棋院､ 日本舞踊協会､
草月会､ 落語芸術協会､ ｼﾞｪｽｸ音楽文化振興会､ 全日本ﾋﾟｱﾉ指導者協会､ 日本ﾌﾟﾛｺﾞﾙﾌ協会､ 日本ｺﾞﾙﾌ場経営者協会､ GMG八王子ｺﾞﾙﾌ場､ 長瀞ｶﾝﾄﾘｰｸﾗﾌﾞ､
鴻巣ｶﾝﾄﾘｰｸﾗﾌﾞ､ 鴻巣ｼﾞｬﾝﾎﾞｺﾞﾙﾌｾﾝﾀｰ､ 武士道剣会､ 日本薬剤師会､ 福島県薬剤師会､ 岡山県薬剤師会､ 日本気象予報士会､ 日本消防協会､
日本防火･防災協会､ 全麺協､ 日本船主協会､日本船長協会､日本海事ｾﾝﾀｰ､ 日本内航海運組合総連合会､ 全国海運組合連合会､ 日本外航客船協会､
舟艇協会､ ﾏﾗｯｶ海峡協議会､ 北海道内航船員対策連絡協議会､ 東北内航船員対策連絡協議会､ 関東地方船員対策協議会､ 中部地方船員対策連絡協議会､
近畿内航船員対策協議会､神戸地区内航船員確保対策協議会､中国地区内航船員対策協議会､ 四国地方船員対策連絡協議会､ 九州地区船員対策連絡協議会､
日本中小型造船工業会､ 日本鯨類研究所､ 日本捕鯨協会､ 日本森林ｲﾝｽﾄﾗｸﾀｰ協会､ 日本手芸普及協会､ 未来ｷｬﾝﾊﾞｽ､ 日本自動車整備振興会連合会､
日本自動車車体整備協同組合連合会､ 日本自動車販売協会連合会､ 札幌地方自動車整備振興会､ 北見地方自動車整備振興会､ 山形県自動車整備振興会､
福島県自動車整備振興会､ 新潟県自動車整備振興会､ 長野県自動車整備振興会､ 京都府自動車整備振興会､ 福岡県自動車整備振興会､
佐賀県自動車整備振興会､ 沖縄県自動車整備振興会､ 日本建設業連合会、全国建設業協会、建設産業専門団体連合会､ 建設業振興基金､ 都市再生機構､
日本建設産業職員労働組合協議会､みやぎ建設総合ｾﾝﾀｰ､愛知県建設業協会､ 兵庫県建設業協会､ 関西鉄筋工業協同組合､ 日本空調衛生工事業協会､
全国測量設計業協会連合会､ 日本測量協会､ 日本地図ｾﾝﾀｰ､ NPO伊能社中､ 地域活性化ｾﾝﾀｰ､ 世羅町観光協会､ 石垣島観光､ 日本環境改善協会､
NPO教育支援協会､ NPO教育支援協会東京西､ 全国放課後ｲﾝｸﾞﾘｯｼｭ､ 放課後NPOｱﾌﾀｰｽｸｰﾙ､ NPOｷｯｽﾞﾄﾞｱ､ NPO全国生涯学習まちづくり協会､
NPO芸術資源開発機構､NPO情熱の赤いﾊﾞﾗ協会､NPO日本ﾏﾅｰ･ﾌﾟﾛﾄｺｰﾙ協会､ NPOｱｲﾃﾞｱﾂﾘｰﾋﾗﾒｷ､ NPO まなびのたねﾈｯﾄﾜｰｸ､ NPO青少年科学技術振興会､
NPO日本こどものための委員会､ NPOｺｱﾈｯﾄ､ NPOｸﾞﾘｰﾝﾊﾞ-ﾄﾞ､NPO伊豆自然学校､ よみたん自然学校､ NPO全国ﾗｼﾞｵ体操連盟､ NPOﾊﾟﾗﾘﾝﾋﾟｯｸｷｬﾗﾊﾞﾝ､
NPOﾌﾞﾚｲﾌﾞｻｰｸﾙ運営委員会､ 経営支援NPOｸﾗﾌﾞ､ NPO日本子守唄協会､ NPO ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱｲﾝﾌｫ､ NPO日本の平和と安全基盤を支える会､ NPO対話の会､
ｱﾗｰﾚ､日本学生社会人ﾈｯﾄﾜｰｸ､ EDUPEDIA､ e-ﾈｯﾄｷｬﾗﾊﾞﾝ､ 夢★らくざﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ､ 危険学ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｸﾞﾙｰﾌﾟ８､ 電気理科ｸﾗﾌﾞ､ 感謝の心ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ連絡協議会､
駄菓子総合研究所､ Everybody HEROES PROJECT､ ﾕｰｽ･ﾌｫｰ･ﾋｭｰﾏﾝﾗｲﾂ ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ

＜大学・研究所・国立機関等＞
国立大学協会､ 公立大学協会､ 日本私立大学団体連合会､ 国立高等専門学校機構､ 全国専修学校各種学校総連合会､ 全国自動車短期大学協会､
NPO全国美術ﾃﾞｻﾞｲﾝ教育振興会､ 宮城教育大学 環境教育実践研究ｾﾝﾀｰ､ 筑波大学､ 東京大学生産技術研究所､ 東京学芸大学､ 東京藝術大学社会連携ｾﾝﾀｰ､
富山大学地域連携推進機構生涯学習部門､ 兵庫教育大学､ 和歌山大学､ 鳥取大学､ 香川大学 清國研究室､ 高知大学､ 熊本大学教育学部､
産業技術大学院大学､ 高知工科大学､石川県立大学 生物資源環境学部食品科学科分子生物学研究室､ 同大学生物資源工学研究所DNA利用技術教育ｾﾝﾀｰ､
北里大学 一般教育部自然科学教育ｾﾝﾀｰ化学単位､ 東京理科大学生涯学習ｾﾝﾀｰ､ 東京慈恵会医科大学総合医科学研究ｾﾝﾀｰ基盤研究施設(分子細胞生物学)､
川村学園女子大学､ 香川栄養学園女子栄養大学生涯学習ｾﾝﾀｰ､ 八洲学園大学､ 東京都立産業技術高等専門学校､ 岡山県専修学校各種学校振興会､
文化服装学院､ 二葉ﾌｧｯｼｮﾝｱｶﾃﾞﾐｰ､ 中国ﾃﾞｻﾞｲﾝ専門学校､ 高ｴﾈﾙｷﾞｰ加速器研究機構､ 核融合科学研究所､ 生理学研究所､ 国文学研究資料館､
国立国語研究所､ 国際日本文化研究ｾﾝﾀｰ､ 国立民族学博物館､ 国立国際医療研究ｾﾝﾀｰ､ 計測自動制御学会､ 応用物理学会､
自衛隊 東京地方協力本部 港出張所､ 同本部 大田出張所 9



「土曜学習応援団」について ～御賛同のお願い～
文部科学省では，社会総がかりでの教育の実現に向けて，現役の企業・団体・大学関係者など幅広い方々の参画を積極的に促進し，土曜日の教育

活動を推進しています。

■概要

社会総掛かりでの土曜日の教育活動を全ての学校で実現することを目指し，多様な賛同企業等からなる「土曜学習応援団」を立ち上げ，出前授業等

の実施や官民協働により広報啓発を展開します。

■ご依頼内容

◎地域の小・中学校・高等学校等において，日頃の業務経験や専門知識等を活かした出前授業等の実施，教育ボランティアへの参画に向けた環境

づくりや啓発をお願いします。

◎ホームページや各種会合・研修の機会等を通じて，全国の支店やグループ会社等に対し，本取組の御周知と御賛同の呼びかけをお願いします。

御賛同いただきましたら，文部科学省のホームページ等に御賛同企業等として掲載し，全国の自治体や学校等に対して，広く周知させていただきます。

大変ご多忙の日々とは拝察いたしますが，日本の将来を担う子供たちのために，私どもに若干の時間を割いていただければ幸甚に存じます。何卒御高

配いただきたく，よろしくお願い申し上げます。

御賛同団体名
（例）株式会社文部科学，一般社団法人○○・・・など

【連絡担当者】*今後，本件について御連絡させていただく方を教えてください。

氏名

会社・団体名

役職

電話 ＦＡＸ

E-mail

【本件担当】

文部科学審議官 前川 喜平

大臣官房審議官（生涯学習政策局担当） 德田 正一

文部科学省生涯学習政策局社会教育課長 谷合 俊一

【本件お問い合わせ先】

文部科学省 生涯学習政策局
社会教育課 地域・学校支援推進室 鍋島，下田，松井，錦織

直通：03-6734-3080  FAX：03-6734-3718 Email：doyo@mext.go.jp

「土曜学習応援団」に賛同します ※本紙を，上記問合せ先までお送りください。
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①いきいき土曜日事業

③のびのび放課後活動事業

②わくわく体験活動事業

知

徳

体

確
か
な
学
力

豊
か
な
心

健
や
か
な

体

「学びの２１世紀塾」～ 「学びの姿」の構築を図る～

市民講師を中心にした講座等により，確かな学力の
定着や体づくりの機会を提供し，地方の子供にも
平等に学習を保障して，格差をなくす

県内学力テストﾜｰｽﾄ２位 ⇒ ８年連続１位， 野球やﾊﾞﾚｰﾎﾞｰﾙの全国大会優勝・出場

大分県豊後高田市の取組（土曜学習）

（豊後高田市資料を参考）

寺子屋講座

パソコン講座

水曜日講座

夏季・冬季特別講座

幼稚園文字・英会話教室

寺子屋昭和館・プラチナ館

週２日，幼稚園への出前授業

テレビ寺子屋講座 ｹｰﾌﾞﾙﾃﾚﾋﾞを活用した小・中学生対象番組の放映

小学校４～６年生に放課後補充学習

週末子ども育成活動

ステップアップスクール

各種大会・活動の支援や後援

発表会・展示会等の支援や後援

スポーツ少年団等の活動推進

文化活動団体等の活動推進

○知･徳･体のバランスが取れた
講座に参加する場を提供

○約９割の子供たちが参加

第１･３･５土曜日に，幼・小・中の英会話・
国語・算数・数学・英語・そろばん・合唱等

第１･３･５土曜日に，小学生対象のﾊﾟｿｺﾝ実習講座

中学３年生に英語･数学･国語(７日間)

毎週水曜日放課後に，全中学校１･２年生に数学・英語

第２･４土曜日に，日頃できないようなものづくり
や体験活動

３泊４日の集団生活・自主活動等の宿泊体験

～自治体の土曜日の教育活動の事例～
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岐阜市立島中学校キャリアスクール

土曜学習応援団も参加しました！

自転車で何キロだせるかな？

パナソニック
「ものづくり企業の役割」

岐阜信用金庫
「『お金の運用』について」

押し花インストラクター
「押し花はがき作り」 左官業 「左官体験」

中日新聞社「新聞記者の仕事」消防士 「価値ある無駄」 競輪選手「競輪選手の仕事」

～プログラム一覧～

●日時：平成２６年１１月８日（土) 総合的な学習の時間 ●対象：岐阜市立島中学校１～３年生全校生徒
●趣旨：地域・社会の教育力を生かし、様々な職業の理解を深めるとともに、講師の生き方や会社の志を学ぶことを通して、自分の将
来を考え、主体的に自分の生き方を見つめる。

～土曜授業に「土曜学習応援団」が参加した事例～

全校生徒約700名が出席

１８教室で多彩な職業の講師
が出前授業を実施

全国で、地域や企業と連携した
土曜日の教育活動が展開されて
います。
「土曜ならでは」のプログラムで
子供たちの豊かな学びを応援し
ませんか？

自衛官 「自衛官の仕事」
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④吉本興業 ⑤Ｊリーグ ①ダスキン ③パナソニック ⑥野村グループ ⑦日本棋院

②文部科学省

土曜学習フェスタ in すまいるスクール日野学園 会場案内図

⑤

④

① ③ ⑥ ⑦

②

第２部会場 １０：４５～１１：４５

第１部会場 ９：３０～１０：３０

第１部会場 ９：３０～１０：３０

６階

星出飛行士、
大臣と子供たち

との対話

①ダスキン
②文部科学省職員
③パナソニック
④吉本興業
⑤Ｊリーグ
⑥野村ｸﾞﾙｰﾌﾟ
⑦日本棋院

全国で、地域や企業と連携した土曜日の教育活動が展開されています。
「土曜ならでは」のプログラムで子供たちの豊かな学びを応援しませんか？

～土曜学習に「土曜学習応援団」が参加した事例～
土曜学習フェスタ in すまいるスクール日野学園

日時：平成２６年４月２６日（土） ９：３０～１１：４５
場所：東京都の品川区立小中一貫校日野学園
趣旨：実社会で活躍する現役の社会人の方々による体験型の土曜学習を

希望する小学生を対象に実施し、土曜学習を本格的に全国展開する第一歩とする。

主催：品川区、品川区教育委員会、文部科学省、文化庁
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～消費者教育に関するイベントに「土曜学習応援団」が参加した事例～

消費者教育フェスタwith土曜学習応援団
●日時：平成２７年３月２２日（日） ●会場：川崎市立西生田小学校

概 要

企業・団体名 授業名
（公社）全国消費生活相談員協会 もったいないをみつけよう

文部科学省 マナビィといっしょにおつかいすごろく!

金融広報中央委員会 整理整頓から金銭管理を身につける

株式会社日清製粉グループ本社 小麦から小麦粉ができるまで

SMBCコンシューマーファイナンス株式会社 体験学習「カードゲーム／お金の役割」

カゴメ株式会社 どうして野菜を食べなくちゃいけないの?

アサヒビール株式会社 アサヒ森の子塾「ずっと地球で暮らしていくために」

パナソニック株式会社 あかりのエコ教室

一般社団法人 日本ヒーブ協議会 「商品・サービスを見る視点と消費者の役割を学ぶ」

特定非営利活動法人ACE
「このTシャツはどこからくるの？」
ファッションの裏側にある児童労働の真実

○「土曜学習応援団」賛同団体
トヨタ自動車株式会社、
公益社団法人 日本消費生活アドバイザー･
コンサルタント･相談員協会、

第一生命保険株式会社
など２５の企業・団体による資料展示も
行われました。

出前授業を実施した企業・団体(10団体)

パナソニック株式会社による
「あかりのエコ教室」

カゴメ株式会社による
「どうして野菜を

食べなくちゃいけないの？」

地域の小学生とその保護者、関係企業・団体の方など約２００人が集まり、企業・団体のブースでの体験学習や展示
スペース、パネルディスカッション・実践交流などで身近な消費者問題について考え、普段何気なく触れている
生活用品・食品など（節約・流通など）について楽しく学びました。

AM
『土曜学習応援団等による土曜学習』
親子を対象にした消費者教育に関する出前
講座を実施。

PM

『事例報告』
～学校における消費者教育の充実に向けて～

『パネルディスカッション』
テーマ：学校・家庭・地域の協働による

消費者教育の推進

『実践交流会』
関係企業・団体、自治体等の関係者間交流

終日 関係企業・団体等の教材・資料等の展示

当日の日程

㈱日清製粉グループ本社による
「小麦から小麦粉ができるまで」
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土曜学習応援団特設サイト開設中

【文部科学省の土曜学習応援団特設HP】

http://doyo.mext.go.jp

賛同企業等の一覧や
各企業等の取組を紹介

＜本件問い合わせ先＞
文部科学省生涯学習政策局
社会教育課 地域・学校支援推進室

室長：鍋島、室長補佐：下田、
係長：松井、錦織
直通 03-6734-3080
FAX 03-6734-3718
Email: doyo@mext.go.jp

土 曜 学 習 応 援 団 に つ い て
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